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業績予想の修正に関するお知らせ 

 

日本通信株式会社（以下、「当社」という）は、2016年４月27日に公表した2017年３月期（2016

年４月１日～2017年３月31日）の連結業績予想を下記のとおり修正しましたので、お知らせいたし

ます。 

 

記 

 

１．2017年３月期（2016年４月１日～2017年３月31日）の連結業績予想数値の修正 

 

売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に

帰属する当期

純利益 

１株当たり 

当期純利益 

前回発表予想 (Ａ) 
百万円

4,976 

百万円  

260 

  百万円

  244 

百万円  

224 

円 銭

1.57 

今回修正数値 (Ｂ) 2,660 △2,147 △2,103 △2,169 △15.05 

増減額 (Ｂ－Ａ) △2,316 △2,407 △2,347 △2,393  

増減率（％） △46.5 - - -  

（ご参考）前期実績 

（2016年 3月期） 
4,109 △1,997 △1,993 △2,158 △15.36 

 

 

２．修正の理由 

当社は、2016 年１月 22 日に公表した新事業戦略に掲げる「国内及び海外の携帯電話事業者との

接続」の一環として、ソフトバンクとの相互接続の実現に注力してまいりました。当社は、2015年

８月にソフトバンクに相互接続の申入れをしており、当初は、当期第１四半期末（2016年 6月まで）

までのサービス開始を想定していました。ソフトバンク網と当社網との相互接続点における接続が

完了し、ＳＩＭも納品され、サービスを開始する準備が全て整っていましたが、直前に当社の要望

する接続ではないことが判明、両者で接続協議を継続したものの、不調に終わったため、2016年９

月 29 日に総務省に「接続協定に関する命令申立書」を提出いたしました。この申立を受け総務大

臣は、2016 年 12 月８日に紛争処理委員会に諮問を行い、2017 年１月 27 日には紛争処理委員会か

ら総務大臣に対して答申が行われました。その結果、両者は協議を行い、2017 年 1 月 31 日、2017

年３月 22 日にサービス提供を開始することで合意しました。詳細は、2017 年２月 1 日に公表した



 
 

「日本通信、ソフトバンクと相互接続に関して合意 3月22日にサービス開始」をご参照ください。 

ソフトバンクとの相互接続の実現により、ソフトバンクのＳＩＭロックが掛けられているiPhone

や iPad でも格安ＳＩＭをご利用いただけることになり、当社の来期の収益への貢献が見込まれま

す。 

しかしながら、当期の収益への貢献期間としては、期初の段階においては第１四半期末からの９

ヶ月の期間を見込んでいたものが、３月22日からの10日に満たない期間へと大幅に短くなること

が確定しましたので、業績予想を修正するものです。 

なお、ドコモ網を使った MVNO SIM は今日では約 600 社の事業者が販売していますが、ソフトバ

ンク網を使いソフトバンクのＳＩＭロック端末を含む端末向けに MVNO SIM を提供するのは当社が

最初になります。このことは、昨年９月 29 日に総務省に対して命令申立を行ったことから潜在的

なお客様及び販売店にとっては周知のこととなったため、潜在需要は大きく高まりました。この状

況を踏まえ当社は、第４四半期の初旬にサービス開始できれば当期の業績予想を修正する必要のな

いレベルまでの業績を実現できる見込みでした。しかし今回の合意により、サービス開始時期が確

定したため、このことをベースにして業績予想を修正するものです。 

また、当社は固定費の比率が高い事業モデルであり、売上の利益貢献率が高いため、売上見込減

は営業利益の減少要因となります。 

具体的には、以下に記載するソフトバンクとの相互接続の実現によって見込んでいた事業の遅延

が確定したことが利益面にも影響したほか、本日公表した 2017 年３月期第３四半期の実績等を踏

まえ営業利益以下の修正を行いました。 

 

1)ソフトバンクiPhone/iPad向け格安ＳＩＭの販売 

  ドコモ端末向け格安ＳＩＭの販売には、多くの格安ＳＩＭ事業者が参入し、過当競争に陥ってい

ます。一方、ソフトバンク端末向け格安ＳＩＭは、当社が初めての参入者となりますので、後発の

事業者が参入するまで、相当期間にわたって先行者利益を享受できることを想定していました。ソ

フトバンク iPhone/iPad 向け格安ＳＩＭの販売の遅れにより、当期は 20 億円程度の売上が期初見

込みから減少しています。 

 

2)格安ＳＩＭのイネイブラー先（ＭＶＮＯあるいは販売店として販売する事業者）開拓 

  格安ＳＩＭは、当社が最初に投入してから５年の歳月を経て、市場での認知を得られるようにな

ってきましたが、今後は、ＩＣＴリテラシーが高い一部の消費者だけでなく、一般の消費者に利用

してもらうことが課題となります。ソフトバンク端末向け格安ＳＩＭの販売は、この課題の解決策

としても、大きな意味を持っています。現在、ドコモのiPhone6利用者には、格安ＳＩＭの選択肢

が数多くありますが、ソフトバンクのiPhone６利用者には、格安ＳＩＭの選択肢は存在していませ

ん。このような状況でソフトバンク端末向け格安ＳＩＭを提供することは、より幅広い顧客層をタ

ーゲットとする販売店による格安ＳＩＭの販売展開を可能にするものと想定していました。ソフト

バンク端末向け格安ＳＩＭの提供開始の遅れにより、販売網の拡大も来期以降に遅延することにな

ります。 

 

3)ドコモ網とソフトバンク網の両方を使うデュアル・モジュール・ルータの販売 

  当社は2015年 12月１日にデュアル・ネットワーク戦略を発表し、ＩＳＤＮからの置き換え需要

を始め、金融機関、大手メーカー、及び公共セクターが基幹システム及びＩｏＴ向けに検討、導入

を始めています。現在、このデュアル・ネットワークの一方はドコモ網を使用していますが、もう



 
 

一方は、ソフトバンク網との接続が実現していないため、当社が海外で接続しているボーダフォン

のネットワークについて日本でローミングを受けるという方法を取っています。このような形態で

は、試験導入はできても、本格的な導入に至ることは困難な状況です。ソフトバンクとの接続が遅

延したことにより、ソリューション事業の売上計画にもマイナス影響が生じています。 

 

３．2018年３月期について 

  ソフトバンクとの相互接続が合意に至り、３月 22 日にサービス開始することが確定したため、

2018年３月期の期初からソフトバンクのＳＩＭロックiPhone/iPadを始めとした端末利用者向けに

当社ＳＩＭサービスを利用していただける環境が整いました。これにより、2018年３月期には、売

上高 60 億円、利益 6 億円程度の業績を実現できるための事業計画を策定し、通期決算時に業績予

想を公表する予定です。 

  ドコモのMVNO SIM浸透率、すなわちドコモ網利用者の中におけるMVNO SIM利用者の比率は、既

に 14%に達していることが推測されます。一方ソフトバンクの現在の MVNO SIM 浸透率は 0％です。

しかし格安ＳＩＭの認知度及び需要が高まっている中、ドコモの浸透率に達するまでの時間は比較

的短期間、すなわち１年から２年程度で達することが想定できます。ドコモと同様の浸透率を当て

はめると約 400 万人のお客様が格安ＳＩＭを使うことになりますが、そのうちの１/４のお客様が

初年度の１年間でお客様になると想定すると、これを全て当社のパートナー事業者経由で販売した

として約50億円の事業規模になります。 

  ドコモ網利用のMVNO SIM事業は当期約23億円を見込んでいますが、U-NEXTとのパートナーシッ

プにより、販売マーケティング面では成長路線に戻り始めているため、23億円を上回る売上を来期

は見込めます。 

  以上の状況から、現時点では保守的に売上高60億円を実現できる事業計画を策定することといた

しました。なお、当社は固定費の比率が高い事業モデルであるため、売上増の利益貢献は大きく、

利益としては6億円程度を見込むこととなります。 

 

 

（注）上記の予想は、本資料の作成日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものです。 

  実際の業績は、今後の決算において発生する様々な要因により、予想数値とは異なる場合があります。 

 

以上 
 
 

■日本通信について 

日本通信は1996年５月24日、モバイルが実現する次世代インターネットを活用して日本の次世代経済の基

盤を構築する総務省の方針を実現する会社として設立されました。当社ビジネスモデルはのちにMVNOと

命名され、2009年３月、総務省の携帯市場のオープン政策のもとNTTドコモとの相互接続を実現しました。

これにより「格安SIM」が生まれ、携帯事業者以外から携帯通信（SIM）が買える市場が誕生しました。

次は、携帯電話以外の産業が、自社サービスにモバイルを組み込み、産業全体がモバイルを活用し成長す

る番です。MVNOルールメーカ、世界初のMSEnablerとしての強い技術ビジョンと高い遂行力によって、

日本発の経済創出の一翼を担うべく次世代プラットフォームの構築に取り組んでいます。東京、米国コロ

ラド州、ジョージア州およびフロリダ州に拠点を置き、東京証券取引所市場第一部に上場（証券コード：

9424）しています。当社のコーポレートガバナンスのポリシーとして、社外役員が過半数で、全社外役員

は独立役員です。 


